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１ 業務実績（別表１参照） 

（１）利用状況について 

 平成２７年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で２１８，２２１人となっており、

前年度と比較し３，３９２人（１．６％）増加している。その内訳は、入院患者数が前年度と比較し

１，４４９人（１．９％）増加の７９，３７６人、外来患者数が前年度と比較し１，９４３人（１．

４％）増加の１３８，８４５人である。 

 患者数を科別にみると、入院で増加した主な科は内科で、前年度と比較し、３，４６４人増加とな

っている。減少した主な科は、外科、整形外科、精神科で、前年度と比較し、外科１，００７人、整

形外科６６８人、精神科４３０人減少となっている。 

 一方、外来では、前年度と比較し増加した主な科及び人数は、内科１，０３９人、外科６５７人、

眼科４７２人、耳鼻咽喉科４３８人であり、減少した主な科及び人数は、皮膚科８７８人、精神科５

４２人である。 

 病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は８３．４％で、前年度より１．３ポイント高くな

った。ちなみに、同規模病院の全国平均は６８．５％となっており、当市の利用率は全国平均を上回

っている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成２６年度地方公営企

業年鑑（第６２集）の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全国平均」と

は全国の市（指定都市を除く）が経営する３５７の病院の平均値である。 

 なお、人間ドックの利用は、日帰りで４９８人、一泊で４８人となっている。 

 

（２）その他 

 職員数は、平成２８年３月３１日現在、医師４３人を含む３３９人で前年度より７人の増加で、職

員１人当たりの患者数は６４４人で、前年度と比較し３人減少している。なお、全国平均は６３１人

となっており、当市が上回っている。 

 また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，４７３万６千円で、前年度と比較し３２万

５千円（２．３％）の増加となり、全国平均１，４４４万５千円を上回っている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

（１）収益的収入及び支出について 

 事業収益は、予算額６２億１，８２５万円に対して決算額は６１億４，７７７万２千円（うち、仮

受消費税額１，８８５万１千円）で、決算比率は９８．９％となっている。その主な内訳は、医業収

益が５３億５，６４６万６千円、医業外収益が４億９，５１３万２千円、特別利益が２億９，６１７

万４千円である。 
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 事業費用は、予算額７０億３，０７８万円に対して決算額は６３億５６８万５千円（うち、仮払等

消費税額１億３，１１８万６千円）で、決算比率８９．７％となっており、その内訳は、医業費用６

０億８，４４３万８千円、医業外費用が２億１，９６１万円、特別損失が１６３万７千円である。 

 

（２）資本的収入及び支出について 

 資本的収入は、予算額４億７，６６６万５千円に対して決算額は３億９，５６２万円で、決算比率

は８３．０％となっている。その主な内訳は、企業債が１億４，５４０万円、市一般会計からの出資

金が２億５，０２２万円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良費及び企業債元金償還

金のうち、その２分の１を基準（ただし、平成１４年度までに着手した事業に係る企業債元金償還金

にあっては３分の２）とするものである。 

 資本的支出は、予算額６億９，２３５万８千円に対して決算額は６億１，２０９万４千円（うち、

仮払消費税額１，１１４万９千円）で、決算比率は８８．４％となっている。その主な内訳は、医療

機器購入等に係る建設改良費が１億５，０５１万６千円、企業債償還金が４億５，９９９万８千円で

ある。 

 なお、資本的収支決算額で２億１，６４７万４千円の不足が生じているが、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額５０万円、過年度分損益勘定留保資金１億８，３７３万８千円、当年度分

損益勘定留保資金３，２２３万６千円で補てんされている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

（１）収益について 

 事業収益は６１億２，８９２万１千円で、前年度と比較し７，７５７万３千円（１．２％）の減少

となっている。 

 医業収益は５３億３，９４５万１千円で、事業収益の８７．１％を占めており、前年度と比較し２

億１，５８３万円（４．２％）の増加となっている。このうち、入院収益は３６億１，１８４万８千

円で、前年度と比較し１億５，０１２万９千円（４．３％）の増加となっている。延べ入院患者数は

前年度より１，４４９人増加し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４５，５０３円で、前年度よ

り１，０８０円（２．４％）の単価アップとなった。これは同規模病院の全国平均３８，０９９円を

上回っている。一方、外来収益は１３億８，３６３万８千円で、前年度と比較し６，１０８万７千円

（４．６％）の増加となっている。延べ外来患者数は前年度より１，９４３人増加しており、患者１

人１日当たりの診療収入は９，７７１円で、前年度より２９１円（３．１％）の単価アップとなって

いる。これは同規模病院の全国平均９，５２３円を上回っている。 

 医業外収益は４億９，３２９万６千円で、前年度より３６１万５千円（０．７％）の増加となって

いる。 
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また、特別利益は２億９，６１７万４千円で、前年度と比較し２億９，７０１万８千円（５０．１％）

の減少となっている。これは、平成２６年度末に計上していた退職給付引当金について、今年度末に

再計算した結果、計上額を見直したものであり、前年度よりも戻入額は減少している。 

 

（２）費用について 

 事業費用は６１億７，４４９万９千円で、前年度と比較し２０億３，７５３万１千円（２４．８％）

の減少となっている。この主な原因は、特別損失の減少である。 

 医業費用は５９億６，４８８万９千円で、事業費用の９６．６％を占め、前年度と比較し５，１９

０万６千円（０．９％）の増加となった。このうち増加した主なものは、材料費、給与費である。材

料費は９億９，８２５万４千円で、前年度に比べ５，０７６万４千円（５．４％）の増加となってい

る。これは、入院・外来患者数の増による影響や、注射・造影剤といった薬品費の増加などによるた

めである。給与費は３６億１，３４８万６千円で、前年度と比較し１，６９０万９千円（０．５％）

の増加となっている。これは主に、職員の給料・手当の増加によるためである。一方、減少した主な

ものは、経費、減価償却費である。諸費用に係る経費は８億８，６２８万２千円で、前年度と比較し

１，３３０万７千円（１．５％）の減少となっている。これは主に、修繕費や燃料費等の減少による

ためである。減価償却費は４億３，３１６万１千円で、前年度と比較し１，１４６万１千円（２．６％）

の減少となっている。これは主に、医療機器等に係る減価償却費の減少によるためである。 

 医業外費用は２億８００万１千円で、前年度と比較し８９３万８千円（４．５％）増加している。

このうち増加した主なものは、長期前払消費税償却である。長期前払消費税償却は１，７９４万８千

円で、前年度と比較し７７７万２千円（７６．４％）の増加となっている。これは、平成２６年４月

より消費税額が８％に上がったため、過年度分の資本的支出控除対象外消費税額が増加したためであ

る。 

 なお、特別損失は１６０万８千円で、前年度と比較し２０億９，８３７万５千円の大幅な減少とな

っている。これは、地方公営企業会計制度の改正に伴い、前年度に多額の退職給付引当金等を計上し

たためである。 

 

（３）損益について 

 当年度の損益は、事業収益６１億２，８９２万１千円に対し、事業費用は６１億７，４４９万９千

円で、差引き４，５５７万７千円の純損失となり、前年度と比較すると、１９億５，９９５万９千円

の大幅な改善となっている。（次表参照） 

これは主に、地方公営企業会計制度の改正により、前年度に、過年度分の退職給付引当金ほかの引

当金を一括で特別損失に計上したためである。なお、退職給付引当金について、今年度で特別利益と

して計上した２億９，６１７万４千円については、明確に金額的な根拠を説明し得るよう配慮すべき
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である。 

 

経 営 収 支 推 移 表       （単位：円） 

  

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

25 5,759,443,212 100.0 6,047,406,474 100.0 △ 287,963,262

26 6,206,493,596 107.8 8,212,029,627 135.8 △ 2,005,536,031

27 6,128,921,068 106.4 6,174,498,527 102.1 △ 45,577,459

事業収益 事業費用
　 純 　 損 　 益

 

  （注）指数は２５年度を１００とした。 

 

（４）損益分析について 

 総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その値は９９．３％であり、地方公営

企業会計制度の改正で前年度に多額の退職給付引当金等の特別損失を計上した影響もあり、前年度を

２３．７ポイント上回っている。 

 経常収支比率は、経営成績を示す係数で、前年度を２．７ポイント上回って、９４．５％となった。 

医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を２．８ポイント上回って、８９．５％と

なった。 

 

４ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

（１）資産について 

 資産総額は４４億７，１９５万１千円で、前年度と比較し２億２，８２８万６千円（４．９％）の

減少となっている。これは、器械備品で１億６，８６０万７千円（１８．３％）、建物で１億２，５

７５万８千円（５．１％）減少したことが主な要因である。資産の主な構成状況をみると、有形固定

資産３５億２，５３４万９千円（７８．８％）、未収金８億９，４８１万６千円（２０．０％）とな

っている。 

 未収金は、医業未収金９億１，５２９万４千円（うち、破産更生債権等１，８０７万５千円）、医

業外未収金６１３万７千円からなり、そのうち、貸倒懸念債権につき貸倒引当金８５４万円と破産更

生債権等の貸倒引当金として１，８０７万５千円を計上している。また、医業未収金のうち、大部分

が社会保険及び国民健康保険の診療報酬であるが、これは、それぞれの支払基金の審査を経る関係上、

常時２ヶ月以後の入金となるためである。基金請求分他を除いた窓口未収金（患者の自己負担分）は、

６，３７９万９千円となっている。 

 未収金の整理については、過年度分（平成６年度から平成２５年度まで）の整理状況をみると、前

年度末でこの分の未収が４２９件、２，９４５万７千円、当年度末が３１１件、２，３５６万９千円
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である。したがって、不納欠損処分した分を含めて、当年度における過年度分の未収金の整理は５８

８万８千円である。なお、６２件の診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）３４０万４千円（消

費税込み）を不納欠損処理したため、同じ金額分の貸倒引当金を取り崩している。 

 

（２）負債について 

 負債総額は５２億９，６８５万１千円で、前年度と比較し４億３，２９２万９千円（７．６％）の

減少となっている。なお、地方公営企業会計制度の改正により、平成２６年度から、建設改良等の財

源に充てるための企業債や退職給付等の引当金を負債に計上したため、以前よりも負債は多額となっ

ている。 

構成は、固定負債３７億５，８８５万１千円、流動負債１４億８，５３４万４千円、繰延収益５，

２６５万６千円となっている。 

固定負債の内訳は、企業債２７億５，０５４万１千円、引当金１０億８３１万円で、建設改良費等

の財源に充てるための企業債のうち流動負債への計上額を除いたものと、病院会計において負担すべ

き退職給付引当金を計上したものである。 

流動負債の主なものは、一時借入金４億３，０００万円、１年以内に償還を予定している分の企業

債４億２，５６５万２千円、未払金３億９，５０３万５千円、賞与及び賞与に係る法定福利費の引当

金２億６６６万４千円である。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。 

なお、流動資産と流動負債の関係については、地方公営企業会計制度の改正の影響により流動負債

が流動資産を上回り、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は６２．７％となっている。 

 

（３）企業債の償還について 

平成２７年度末現在における企業債未償還残高は、３１億７，６１９万３千円となり、前年度に比

較し３億１，４５９万８千円（９．０％）減少した。 

 平成２７年度の企業債利息は４，３３９万円で、企業債利息対料金収入比率は０．９％であり、同

比率の全国平均１．９％を下回っており良好といえる。企業債平均借入利率は１．２４％となってい

る。 

 また、今後も医療機器の更新や施設の改修に伴い、起債が必要となることが予想される。現在は低

利での借入れが可能な状況ではあるが、起債にあたっては、企業債の毎年の償還額、残高及び利息負

担について、十分に留意されたい。 
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企 業 債 の 推 移           （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入金 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

25 4,015,619,576 224,500,000 539,578,643 49,550,643 3,700,540,933

26 3,700,540,933 252,300,000 462,050,260 46,191,347 3,490,790,673

27 3,490,790,673 145,400,000 459,997,791 43,390,469 3,176,192,882  
 
（注） ＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 

企 業 債 利 息 
×１００ 

料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
企 業 債 利 息×１００ 

（当年度償還額＋当年度末償還残高）－当年度借入額 

 

（４）資本について 

 資本総額は△８億２，４９０万円で、前年度と比較し２億４６４万３千円の改善となっている。な

お、地方公営企業会計制度の改正により、平成２６年度から、借入資本金に計上していた当該企業債

を負債に振り替えし、みなし償却制度の廃止に伴う措置として資本剰余金の多くを負債の繰延収益へ

振り替えしたため、以前よりも資本は大きく減少している。また、地方公営企業会計制度の改正で、

平成２６年度に多大な退職給付引当金を計上したことにより２０億５５３万６千円の純損失となっ

たことも影響している。 

構成は、資本金５０億６，００１万７千円、欠損金５８億８，４９１万７千円であり、これを前年

度と比較すると、資本金は２億５，０２２万円（５．２％）増加し、欠損金は４，５５７万７千円（０．

８％）増加している。 

 

５ 剰余金計算書 

（１）資本金について 

 （自己）資本金は、一般会計出資金の受け入れによる増加２億５，０２２万円により、５０億６，

００１万７千円となっている。 

 

（２）資本剰余金について 

前年度末残高から、昨年９月議会の議決により、国県補助金２，２２２万２千円、寄附金３，１１

８万１千円を処分したため、資本剰余金は１，９８７万７千円となり、前年度と比較して５，３４０

万３千円（７２．９％）減少した。 

 

（３）欠損金について 

 欠損金については、前年度未処理欠損金が５９億１，３７３万２千円であり、そこから、昨年９月

議会の議決により資本剰余金からの振替として５，３４０万３千円を処分したことにより、前年度か

らの繰越欠損金は５８億６，０３２万９千円となった。 
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 一方、当年度純損失が４，５５７万７千円となったため、当年度未処理欠損金は５９億５９０万６

千円となった。また、医業収益に対する累積欠損金比率は１１０．６％となり、前年度より４．８ポ

イント改善した。 

 

６ 財務分析 

（１）構成比率について 

 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は７９．２％で、前年度を２．

８ポイント下回っている。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあるとされて

いる。 

 次に、負債・資本のうち固定負債の占める割合である固定負債構成比率は８４．１％で、対象とな

る企業債と退職給付引当金が減少した影響で、前年度を８．１ポイント下回っている。この比率は、

小さいほど経営安定とされている。 

 

（２）財務比率について 

 固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１１８．

５％で、前年度より４．１ポイント増加した。この比率は、１００％以下が望ましいとされているが、

地方公営企業会計制度の改正の影響もあり、水準よりも大きくなっている。 

 また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は６２．７％で、前年度より０．９ポイント減少

した。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされているが、地方公営企業会計制度の改正で

新たに企業債や引当金を流動負債に計上したことや一時借入金が増額したことも影響し、水準以下と

なっている。 

 現金比率は即時支払能力を示すもので、１．６％となっており、前年度に比較して０．５ポイント

増加した。この比率は、一般に２０％以上が望ましいとされている。 

  

（３）一般会計負担金等について 

 平成２５～２７年度の間、一般会計繰入金・一般会計出資金等として、一般会計から毎年８億円の

負担を受けている。しかし、単位病床数あたり負担金額は、近隣の市立病院の平均額よりも少ない状

況である。 

一般会計負担金等の推移        （単位：円） 

資本的収支

一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金

25 116,146,000 385,986,000 297,868,000 800,000,000

26 124,990,000 426,107,000 248,903,000 800,000,000

27 118,963,000 430,817,000 250,220,000 800,000,000

年度
収益的収支

合計
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（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 

 減価償却費や引当金等は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を適

正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は現金支出を伴わないものであ

るために、その償却費等の計上分だけ償却資産等に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その結

果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この内部留保資金をもって新たな資産

を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

 しかしながら、損益勘定留保資金は欠損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平

成２７年度末の残高は８，７２２万４千円である。今後の固定資産の新規・更新時には、内部留保資

金である損益勘定留保資金が不足することから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等

で対応しなければならない状況にある。 

 

病院事業補てん財源内訳書      （単位：円） 

平成２６年度 平成２７年度

当年度純損益 △ 2,005,536,031 △ 45,577,459

繰越利益剰余金 △ 3,950,732,161 △ 5,860,328,770

みなし償却廃止に伴う経過措置額 42,536,555 △ 42,536,555

資本剰余金取崩額 △ 53,402,867

1,112,721 1,112,721

△ 5,912,618,916 △ 5,904,793,508

△ 5,955,155,471 △ 6,000,732,930

444,622,502 433,161,284

1,668,330 12,672,709

8,859,425 9,001,728

10,176,015 17,947,843

1,440,000 0

1,513,256,596 △ 289,742,450

1,962,304,018 165,037,658

4,394,815,366 6,138,893,290

874,235 500,089

402,838,148 303,698,107

219,100,329 216,473,611

874,235 500,089

218,226,094 183,737,819

0 32,235,703

183,737,819 87,224,496

6,138,893,290 6,087,957,426

補

て

ん

使

用

可

能

額

資本的収支不足額

補

て

ん

使

用

額

（参考）繰越損益勘定留保資金

復活留保資金（過年度損益勘定留保資金）

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

補てん使用可能額計

補

て

ん

財

源

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度損益勘定留保資金

当年度損益勘定留保資金

翌年度補てん財源資金

区分＼年度

（参考）当年度利益剰余金合計

小計（補てん使用対象額）

減債積立金

未処分

利益剰

余金

利

益

剰

余

金

損

益

勘

定

留

保

資

金

減価償却費

固定資産除却費

長期前受金戻入(△)

長期前払消費税償却

投資取崩（敷金解約・修学資金免除）

各種引当金（退職給付・賞与等）

差引当年度補てん使用可能額

 
 

７ まとめ 

（１）病院事業の概要 

 市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保険機能を

提供してきている。特に安全に直結する救急医療と入院医療は、市民の期待と要望も大きく、自治体

病院最大の役割でもあるが、近年の医療費抑制政策や医師・看護師不足等、医療を取り巻く環境は厳

しさを増している状況にある。 
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 当年度は、職員一人ひとりがプロとして考え協調し行動することによって病院の水準を高め、職員

の士気を高く保ち、元気に医療活動を展開できる体制を維持していくと伴に、周辺の医療機関とも密

接に連携できるよう努めている。また、本年度より、急性期治療が終わった患者の在宅への退院を支

援するため、「地域包括ケア病棟」を新設した。 

 人材面においては、神経内科で常勤医師を更に１名確保し４名体制としたが、消化器内科では医師

２名の減となった。また、施設・設備面では、エスカレーターのリニューアル工事をはじめとした整

備や更新を行い、機能の維持に努めている。 

 今後も経営改革を進め、地域の医療機関等との連携を強化するなど、質の高い医療の提供を目指す

とともに、経営体質の強化を図られることを期待するところである。 

 

（２）経営の安定について 

本年度の患者数は、入院・外来ともに前年度を上回り、入院収益では前年度に比べて１億５，０１

２万９千円増の３６億１，１８４万８千円となり、結果、医業損失では前年度に比べて１億６，３９

２万４千円減の６億２，５４３万８千円と、改善の傾向は見せている。しかし、本年度当初予算で予

定していた一日平均患者数（入院：２２８人、外来：５９５人）に対し、実績は入院で一日平均２１

７人、外来で一日平均５７１人であり、事業の根幹をなす医業収益の決算額は、予算額に対して３億

５，５７４万１千円少ない状態である。結果として、事業会計の一時的な資金不足分は水道事業会計

からの一時借入金で対応している状況であり、今年度末残高は、前年度に比べて１億７，０００万円

増の４億３，０００万円となっている。 

国の医療制度改革・会計基準見直し等の過渡期に加え、医師確保等の問題もあり、現在はかなり厳

しい経営環境にあるが、今後も安定的な経営の継続に努められたい。 

 

（３）診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）について 

 各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

 

          平成２５年度  ３２，９８７，４５５円 

          平成２６年度  ２９，４５７，４２５円 

          平成２７年度  ２６，４９９，７１５円 

 

 平成２７年度の過年度窓口未収金は前年度に比べ２９５万８千円の減少であった。当年度は訪問徴

収に注力した結果、前年度診療分について高い徴収率だったが、今後も、督促状の送付、受診時の支

払相談の実施、本人への未収の確認や誓約書への記入など、職員連携のうえ早期対応を心掛け、未収

金の回収に努められたい。 


